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課題名  Ｓ－２陸域生態系の活用・保全による温室効果ガスシンク・ソース制御技術の開発

    − 大気中温室効果ガス濃度の安定化に向けた中長期的方策−  

課題代表者名 山田興一（成蹊大学 理工学部 特別研究招聘教授） 

 

研究期間 平成15－19年度 

 

合計予算額  1,238,440千円（うち19年度 236,890千円） 

「上記の合計予算額には、間接経費301,046千円

を含む」 

研究体制 

 

１：森林生態系を対象とした温室効果ガス吸収固定化技術の開発と評価 

（１a）荒漠地でのシステム的植林による炭素固定量増大技術の開発に関する研究 

（１）荒漠地でのシステム的植林のための水・塩制御技術の開発に関する研究 

１）広域水・塩移動解析モデルの開発および荒漠地における水収支測定と制御（成蹊大学） 

２）荒漠地における土壌環境測定およびモデル化（金沢大学） 

３）実証植林地の選定、植林、測定方法の検討による半乾燥地域への技術展開（成蹊大学） 

（２）荒漠地でのシステム的植林のための環境適応型植林・土壌制御術の開発に関する研究 

１）荒漠地における樹木成長に及ぼす環境条件影響評価とこれに基づく樹種選択・植林法提案

（独立行政法人森林総合研究所、三重大学） 

２）荒漠地植林再生バイオマスの広域変動判定技術の確立に関する研究（筑波大学） 

（３） 荒漠地植林技術のプラットフォーム構築に関する研究（大阪大学・信州大学・成蹊大学） 

 

（１ｂ）森林造成技術の高度化による熱帯林のCO2シンク強化 

（１）産地選択および個体選抜による早生樹種苗の遺伝的強化 
１）新たな産地の導入を伴う実生採種林の造成・評価（独立行政法人林木育種センター、住友林業㈱）
２）材質及び成長量を指標とした優良木の評価手法の開発（名古屋大学、住友林業㈱） 

（２）早生樹による森林育成技術の高度化 
１）育苗技術の高度化（㈱資生堂、住友林業㈱） 
２）DNAマーカーによる個体識別法の開発（東京大学、住友林業㈱） 

３）最適育林法の開発とCO2吸収評価（住友林業㈱） 

 

２：熱帯低湿地生態系を対象とした温室効果ガス吸収排出制御技術の開発と評価 

（２ａ)熱帯泥炭湿地のGHGソース制御・シンク強化技術開発 

可溶性有機物の定性・定量的解析と炭素シンク能評価、環境耐性樹種選抜、耐性樹種の環境 

ストレス応答の解析、造林試験、炭素収支の測定および荒廃湿地に適用可能な造林技術（東京大学）

有機物の河川への流出量と泥炭の蓄積分解速度、土壌呼吸速度、湿地生樹種の呼吸速度の測定、

泥炭地での炭素放出予測モデルの作成および泥炭保全に最適な水管理技術の開発（宇都宮大学）

 

（２ｂ）東南アジア低湿地における温暖化抑制のための土地資源管理オプションと 

地域社会エンパワーメントに関する研究 

（１）淡水湿地林・泥炭湿地林・マングローブ林の維持機構と炭素固定機能の解明 

 １）湿地林の地上部炭素固定機能の解明（独立行政法人森林総合研究所） 

 ２）湿地林の地下部炭素固定機能の解明（南山大学） 

（２）森林から農地など土地利用転換に伴う炭素貯留量の変化の解明（京都大学大学院・愛媛大学）

（３）温暖化抑制(地球環境保全)を促す土地利用(湿地林の再生)のための地域社会エンパワーメント

１）土地利用別生産環境の評価（京都大学） 

２）温暖化抑制のための地域社会のエンパワーメント（京都大学東南アジア研究所） 

（４）低湿地の土地資源管理オプション、修復技術と社会活性化の統合（京都大学大学院） 
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３：農林業生態系を対象とした温室効果ガス吸収排出制御技術の開発と評価 

（３ａ）農業生態系におけるCH4、 N2Oソース抑制技術の開発と評価 

（１）わが国とアジア諸国の農耕地におけるCH4、 N2Oソース制御技術の開発と広域評価 

１）わが国とアジア諸国の農耕地からの実効的CH4、 N2Oソース制御技術の開発 

• 中国におけるCH4、 N2O発生制御（独立行政法人農業環境技術研究所） 

• 施設栽培からのN2O発生制御（独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構中央農業総合

研究センター 北陸研究センター） 

• 関東地方の露地野菜畑からのN2O発生制御（独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構野

菜茶業研究所） 

• インドネシアとタイにおけるCH4、 N2O発生制御（千葉大学） 

• 有機物管理技術による水田からのCH4発生制御（山形県立農業総合研究センター） 

• 水管理と無代かき栽培による水田からのCH4発生制御（福島県農業総合センター） 

• 基盤整備による水田からのCH4発生制御（新潟県農業総合研究所） 

• 草地からのN2O発生制御（北海道立根釧農業試験場） 

• 九州地方の露地野菜畑からのN2O発生制御（熊本県農業研究センター生産環境研究所） 

２）わが国とアジア諸国の農耕地におけるCH4、 N2Oソースデータベースの構築と削減効果の広

域評価 

• CH4、 N2Oソースデータベースの構築と統計モデルによる解析（独立行政法人農業環境技術研究所、

独立行政法人海洋研究開発機構） 

• 水田からのCH4発生評価に対するプロセスモデルの適用（独立行政法人農業環境技術研究所、

北海道立上川農業試験場） 

• 流域複合生態系解析によるCH4、 N2O削減効果の定量的評価（北海道大学） 

３）水田からのメタン発生量広域評価を目指した水田土壌化学性のパラメーター化（国際交流研

究：独立行政法人農業環境技術研究所） 

４）アジア諸国の農耕地におけるCH4、 N2O発生量のモデリング（国際交流研究：独立行政法人農

業環境技術研究所） 

（２）わが国とアジア諸国の畜産業に由来するCH4、N2Oソース制御技術の開発と広域評価 

１）アジア諸国において有効な反すう家畜由来CH4発生制御技術の開発とソースデータベースの構

築及び削減効果の評価 

• わが国、中国およびインドネシアにおける反すう家畜からのCH4発生量に関する研究（独立行

政法人農業・食品産業技術総合研究機構畜産草地研究所） 

• タイにおける反すう家畜からのCH4発生量に関する研究（独立行政法人国際農林水産業研究センター）

２）アジア諸国において有効な畜産廃棄物由来CH4、 N2O抑制技術の開発とソースデータベースの構

築および削減効果の評価（独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構北海道農業研究センター）

 

（３ｂ）東南アジア山岳地帯における移動耕作生態系管理法と炭素蓄積機能の改善に関する研究 

（１）リモートセンシング等による移動耕作生態系の変動と立地環境の解明 

１）リモートセンシング等による移動耕作生態系の動態解明（独立行政法人農業環境技術研究所）

２）気象資源の広域的分布特性および生態系動態との関係解明（国際交流研究：農業環境技術研究所）

３）ラオス焼畑生態系における代替的土地利用・作付けシステムの社会経済的受容性に関する研

究 

（国際交流研究：農業環境技術研究所） 

（２）移動耕作生態系のシンク機能増強のための資源循環的輪作システムの開発・導入に関する検

討（国立大学法人京都大学） 

（３）生態系管理法の変更に伴う土地被覆変化モデルの構築と炭素収支への影響評価（独立行政法

人森林総合研究所） 

 

４. 研究プロジェクトの統合的推進のためのプラットフォーム形成と情報共有化（成蹊大学） 
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I.戦略課題S-2の全体構成 

本プロジェクトでは、陸域生態系の中でも、特に技術開発後の温暖化抑制ポテンシャルが大きい

と期待される、森林生態系、熱帯低湿地生態系、農林業生態系のそれぞれについて、下図に示すよ

うな、各々2テーマずつを設置し、シンク・ソース技術を開発することを目指した。さらに、本研

究プロジェクトでは、それぞれのテーマについて個別の技術開発をすすめるだけでなく、それぞれ

の研究成果情報を共有化・統合化し、開発された技術及び得られた知見を広範な地域へ適用した場

合の温室効果ガス削減量、環境への影響、コスト等に関する技術的側面からまとめるプラットフォ

ームとして横断的評価を実施し、情報の共有化を図ることにより、効率的なプロジェクト運営に努

めた。 
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基礎技術

目
標

／
シ
ー
ズ
の

ス
パ

イ
ラ
ル
ア
ッ
プ
方
法

論

1,00060060効率
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円/tC

6,0001030削減量

103tC/y

泥炭湿地
GHG抑制
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Ⅱ.本研究により得られた科学的成果 

・１ａ．「荒漠地でのシステム的植林による炭素固定量増大技術の開発に関する研究」では、乾燥

地・半乾燥地への植林技術、特に郷土樹種による植林技術が改善されたことにより、これらの地

域および半乾燥地に広がる荒廃地などに科学的な根拠を基に植林を行うことが可能になり、炭素

排出権取引を念頭に入れた炭素吸収・固定を目的とした植林を行う目処がついた。 

・１ｂ．「森林造成技術の高度化による熱帯林のCO2シンク強化」では熱帯産早生樹について、育種

的な改良に伴う成長量の増加を時系列的に予測することが可能となり、育種や施業による同樹種

のCO2シンク機能強化を実態に即して評価することができるようになった。また、DNAマーカーを

用いて、木材製品の原料となった樹木の個体識別する技術を開発した。 

・２ａ. 「熱帯泥炭湿地のGHGソース制御・シンク強化技術開発」では熱帯泥炭保全によるGHG排出

削減ポテンシャルが、単位面積当たりでも総量としても非常に大きいものであることを示し、湛

水状態の泥炭土壌という通常は造林が困難な場所での造林樹種を見出し、造林法を開発した。ま

た、泥炭地においてはモニタリングが困難である土壌炭素プールの変化量を算出するための、新

しいモニタリング手法を開発した。 

・２ｂ. 「東南アジア低湿地における温暖化抑制のための土地資源管理オプションと地域社会エン

パワーメントに関する研究」では、マングローブ林、泥炭湿地林、淡水湿地林における地上部・

地下部の炭素蓄積量と炭素蓄積速度の基準値を提示した。さらに、泥炭湿地林が土地利用転換さ

れると森林バイオマスの消失と泥炭の分解が加速されることを明らかにし、泥炭の分解速度や回

復時間を提示した。 

・３ａ. 「農業生態系におけるCH4、 N2Oソース抑制技術の開発と評価」ではわが国と中国、インド

ネシア、タイ、ベトナムにおいて現地試験を行い、農耕地での水田水管理、有機物管理、施肥管
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理や畜産での飼養管理、ふん尿処理などCH4、 N2O発生を大きく（10%～>50%）削減する実効的技

術の効果を定量した。また、世界の水田や東南アジアの反すう家畜等について、CH4、 N2Oソース

データベースを構築し、排出係数と制御要因の寄与を広域推定するとともに、流域複合生態系解

析手法やプロセスモデルを用いた農耕地からのCH4、 N2O発生量広域評価手法を開発した。 

・３ｂ. 「東南アジア山岳地帯における移動耕作生態系管理法と炭素蓄積機能の改善に関する研究」

ではラオス焼畑生態系の炭素固定容量の広域評価に必要な衛星画像・空中写真・地形図・気象資

源等空間データを収集・GISとして構築し、生態系炭素ストックの動態を広域的に定量評価するこ

とを、はじめて可能とした。さらに、食糧生産性を増強する作付システムを含むシナリオを提示

することで、現地住民の福祉に貢献する形で地球環境保全にも寄与する手立てを示した。 

・４.「研究プロジェクトの統合的推進のためのプラットフォーム形成と情報共有化」では、それ

ぞれのチームの成果に基づき、開発された技術及び得られた知見を広範な地域へ適用した場合の

温室効果ガス削減量、環境への影響、コスト等に関する技術的側面からの横断的評価を実施した。

これは今後の政策決定に寄与するものと期待される。 

 

Ⅲ.成果の地球環境政策への貢献 

・１ａ．「荒漠地でのシステム的植林による炭素固定量増大技術の開発に関する研究」では、乾燥

地・半乾燥地での郷土樹種による植林技術の改善により、炭素排出権取引を念頭に入れた炭素吸

収・固定を目的とした植林を行う目処がついた。さらに、オーストラリアと日本の間で将来的に

乾燥地を利用した大規模JI（共同実施）植林が実施された場合の予想炭素クレジットを試算した。

・１ｂ．「森林造成技術の高度化による熱帯林のCO2シンク強化」ではこれまで熱帯早生樹では、林

分収穫表を予測する資料が乏しかったが、密度要因を加えた成長モデルを作成したことにより、

密度管理理論にもとづく合理的な施業体系の検討が可能となった。さらには、このモデルを用い

ることにより、CO2シンク機能を正確かつ多様な選択肢のもとに評価することが可能となり、地球

環境政策、特に地球温暖化において我が国の政策の一つである「森林によるCO2吸収」を科学的に

説明することが可能になったと考えられる。 

・２ａ. 「熱帯泥炭湿地のGHGソース制御・シンク強化技術開発」では本研究の成果は、熱帯泥炭

土壌地域における温室効果ガス排出削減ポテンシャルを定量的に示した最初の例となり、熱帯泥

炭土壌の保全と森林再生による炭素排出削減の技術の確立に大きく寄与し、第2約束期間以降の吸

収源CDM事業の科学的基礎をなすものである。加えて、泥炭土壌から流出した可溶性有機物の炭素

シンクとしての安定性を明らかにしたことは、温暖化対策における陸域生態系の重要性を強く示

すものである。 

・２ｂ. 「東南アジア低湿地における温暖化抑制のための土地資源管理オプションと地域社会エン

パワーメントに関する研究」では、泥炭湿地水田の廃棄にいたるメカニズムを明らかにし、再生

方法を提示した。さらに、荒廃林再生にはメディエーターとファシリテーターを介した行政と住

民との連携が必須で、地域社会エンパワーメントがキーになることを示した。 

・３ａ. 「農業生態系におけるCH4、 N2Oソース抑制技術の開発と評価」では本研究の成果は、2006

年改訂IPCCガイドラインにおける水田からのCH4およびN2O排出係数デフォルト値、日本国温室効

果ガスインベントリ報告書における農業セクターの排出係数と算定手法に盛り込まれた。また、

水田からのCH4削減策として「農林水産省地球温暖化対策総合戦略（平成19年7月）」 に盛り込ま

れ、来年度からの全国実証事業として予算化された。 

・３ｂ. 「東南アジア山岳地帯における移動耕作生態系管理法と炭素蓄積機能の改善に関する研究」

では山岳ラオスの焼畑生態系の土地利用ならびに生態系炭素ストックの広域的変化を定量的に解

明した。この成果は、これまでデータの乏しかった地域に対する国際的な温暖化対策に係る「土

地利用変化および森林変化（LULUCF）」の問題に対して基本的な情報を提供する。また、提案さ

れた食糧生産性と森林資源保全を目的とする生態系管理シナリオは、京都議定書で導入されたCDM

事業に対してもひとつのオプションとなる可能性がある。 

・４.「研究プロジェクトの統合的推進のためのプラットフォーム形成と情報共有化」では実施し

た横断的評価の結果、各研究テーマによって研究開発された技術に基づく削減プロジェクトが全

て実施されたとするとGHG削減ポテンシャルとして20年間で100億t-C以上になると推定された。こ

のうち、最大のポテンシャルをもつのは開発によりCO2排出が増大している東南アジア泥炭地であ

った。 
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Ⅳ.研究概要 

１．序（研究背景等） 

中長期的視点すなわち京都議定書第二約束期間以降を見据えた大気中の温室効果ガス濃度の安

定化に向け、地球環境政策オプションを支える新たな技術開発が求められている。特に、陸域生態

系の活用・保全を通じて温室効果ガスのシンクを増強し、ソースへの転換を防止あるいは排出抑制

するための技術については、温暖化抑制技術としてのポテンシャルが非常に大きいと考えられてお

り、また、人類が再生可能エネルギーへの完全転換を実現するまでの期間において、最も信頼でき、

低コストで広範囲への適用が可能な貴重な技術として期待されているものの、科学的知見や基盤技

術の整備は未だ非常に不十分な段階にとどまっている。今後、CDMあるいはJIへの適用を視野に入

れた場合も含めて、このような技術の開発促進及びそれに伴う様々な環境影響の把握等、広範な科

学的知見の蓄積が喫緊の課題となっている。 

 

２. 研究目的 

陸域生態系の中でも地球温暖化抑制ポテンシャルが大きいと期待される、森林生態系、熱帯低湿

地生態系、農林業生態系において温室効果ガス（GHG）の排出量低減/固定量増加のためのシンク・

ソース制御技術を開発することを本プロジェクトの目的とする。さらに、開発された技術及び得ら

れた知見を広範な地域へ適用した場合の温室効果ガス削減ポテンシャル、環境への影響、コストを

明らかにし環境政策へ役立てることも目的である。 

 

３. 研究方法及び結果 

１：森林生態系を対象とした温室効果ガス吸収固定化技術の開発と評価 

（１ａ）荒漠地でのシステム的植林による炭素固定量増大技術の開発に関する研究 

本研究は乾燥地植林として、食糧生産のための農地利用の難しく広大な乾燥地や半乾燥地を炭素

吸収源として利用することを特徴とする。研究は大きく4つのカテゴリーに分けられ、水収支・植

物体の観測・炭素動態の把握・モデル化からなる。そしてそれぞれが密接に連携しながら、炭素固

定効率最大化という目的に向かって研究を重ねてきた。その結果、以下の成果が得られた。乾燥地・

半乾燥地双方の調査地において、水収支を明らかにし、モデル化した。乾燥地や塩害の危険性の高

い半乾燥地でもEucalyptus camldulensisが植林樹種として最適であることが成長観測、植物整理

評価から判明した。また、炭素固定量として換算すべき5種の炭素プールの見積もり・モデル化が

成功した。サイトにこれらの成果が乾燥地・半乾燥地の植林技術プラットフォームとしてまとめら

れ、汎用展開する準備を実施し、西オーストラリアや全球レベルで固定ポテンシャルを評価できる

ようになった。 

 

（１ｂ）森林造成技術の高度化による熱帯林のCO2シンク強化 

ファルカタで研究開発中の技術を、昨年度から新たに対象としたメリナに応用しながら研究開発

を進めている。研究成果は（1）産地選択および個体選抜による早生樹種苗の遺伝的強化、（2）早

生樹による森林育成技術の高度化、の順にまとめる。 

（１）産地選択および個体選抜による早生樹種苗の遺伝的強化 

熱帯地域の早生樹を用いた森林造成において、産地選択および個体選抜によるCO2シンク強化を評

価するために、東ジャワ州ジュンブルに設定したParaserianthes falcataria (L.) Nielsen（ファ

ルカタ）を用いた産地密度試験地等3箇所と実生採種林2箇所で半年間隔の成長調査を実施した。実

生採種林では植栽後30ヶ月目にプラス木の選抜と間伐を実施し、86個体をプラス木として選抜し

た。また、昨年度の調査では実生採種林の比重の遺伝的改良が可能であることを明らかにしたピロ

ディンを用いて、産地密度試験地の樹幹の比重を測定し、植栽密度間差と産地間差および植栽密度

と産地の交互作用を認めた。実生採種林、産地密度試験地の成長・形態の継続的な定期調査および

比重の調査とそれらの解析結果から、成長・樹幹の形態および比重についても遺伝的な改良が可能

であることを確認した。さらに、植栽密度の違いが成長、形態および比重に与える影響が明らかに

なった。東部ジャワに3箇所設定したコスタリカ産のGmelina arborea（メリナ）種子を用いた産地

試験地では年に2回の成長調査を実施した。強風による被害の影響が少ない1箇所の試験地を解析し

植栽後半年から1年半年後まで継続して遺伝的な違いに基づく産地間差を認めた。 

熱帯（亜熱帯）の広範囲な地域において造成が可能な早生樹について、その高いCO2吸収能（成長

量）に着目し、人工林造成による大気中炭酸ガス濃度の緩和を目指すと同時に、早生樹人工林から

得られる林産物の工業資源化を模索し、その永続供給システムを確立することにより、化石資源へ

の依存圧の低減を図ることを目的としている。植林事業を成功させるためには、経済的価値を有す

る（材質が良い）優良木の生産を目的とする“材質育種法”の確立と、それによる資源利用のイン

センティブ増加が不可欠である。そこで本研究では、材質育種法を確立するため、成長と材質との
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関係、さらには加工性への影響を明らかにすることを目指す。7年生ソロモン産ファルカタと8年生

ジャワ産ファルカタ及び3.5年生メリナと7年生メリナの材質調査を行った。ファルカタ、メリナと

もに、成熟材の形成は形成層齢よりも直径に依存的であることを解明した。 

（２）早生樹による森林育成技術の高度化 

熱帯の広範囲な地域において植栽が可能な早生樹種について、他のテーマにおいて高CO2吸収能

（成長量が大きい）を有し且つ経済性の高い（材質が良い）優良木が育種された場合、これをクロ

ーン増殖する必要がある。また、クローン増殖した苗を育苗する期間を短縮化することにより経営

に係る負担を軽減することができる。本テーマでは、ファルカタを対象に、組織培養によるクロー

ン増殖法、新規発根促進剤を用いた挿し木によるクローン増殖法の開発およびＶＡ菌根菌を用いた

育苗法の開発を行った。組織培養では、材料の内部殺菌を行うことにより、高い生存率が得られる

ことが判明し、優良成木からのクローン増殖が可能となった。挿し木法では、IBLとKODAを組み合

わせることにより発根に対して相乗効果が認められ、特許を出願した。育苗法では、VA菌根菌の場

合と同様に、養分が乏しく、通気性及び通水性の良い土壌を用いることにより、窒素固定菌の感染

が促されることが解明できた。 

ファルカタおよびメリナについてゲノムDNA上のマイクロサテライト部位を増幅するプライマー

を、ファルカタで9セット、メリナで8セット設計し、特許登録した。増幅の安定性などからファル

カタ5セット、メリナ5セットが実用可能であり、多型性が高く個体識別に利用可能であった。これ

らをファルカタおよびメリナ合板から抽出したDNAに適用したところ、遺伝子型を特定できた。メ

リナについては製造過程と同様の230℃まで加熱しても識別が可能であった。従って木材製品の原

料となった樹木の個体識別が可能であるといえる。育種素材の遺伝的背景を明らかにするため、ジ

ャワ島の人工林8集団および本プロジェクトに使用した6産地由来の11集団、合計19のファルカタ集

団についてDNA分析を行った。その結果、PNG集団の遺伝的多様性が高く、イリアンジャヤ集団は他

の産地が持たない対立遺伝子を多く持っていた。さらに、イリアンジャヤ、PNG、ソロモンのジー

ンプールは既存のジャワ島集団のものとは明らかに異なり、新たな遺伝子資源として有望であると

考えられた。ソロモン集団で連鎖不平衡な遺伝子座対が多く検出され、種子の家系数が少ないとい

う問題が指摘される。メリナは、本プロジェクトでコスタリカより導入した5つのシードロットの

DNA分析を行った。その結果、シードロットにより遺伝的多様性の程度が異なり、互いに遺伝的に

異なっていた。3つのシードロットは近交係数が高く、近親交配の結果生産された種子、特に同じ

母樹クローン間の交配の結果できた種子を多く含む可能性が示唆された。 

本研究では森林のCO2シンク強化を目的とし、早生樹による最適育林法を開発した。密度及び肥培

管理による植栽木の成長制御技術を開発するため、インドネシア共和国東ジャワ州に、パプアニュ

ーギニア産のファルカタを14haに植栽した。施肥と間伐を行い、年2回の頻度で樹高と胸高直径を

測定した結果、サブサブテーマ(1)-①で開発された林分成長の暫定モデルのパラメタの修正と予測

精度の可能性が示唆された。施肥試験では、植栽後2年目以降の施肥量別平均樹高に有意差が認め

られず、植林木の成長を制御する要因は密度のみでよいことを明らかにした。さらに、林分成長モ

デル及び幹曲線式を用いて密度管理に対応した林分成長と出材丸太の歩留を予測した。その際、サ

ブサブテーマ(1)-②の結果から、炭素固定量及び利益は、立木及び生産材積から直接計算した。そ

の結果、事業期間を20年とし、2種類の密度管理を例に、あらゆる植栽・伐採のパタンに対して炭

素固定量と収益をそれぞれシミュレートすることにより、事業の収益性を維持しつつ、CO2固定機能

を高める施業計画の立案する手法を示した。ファルカタで得られた結果を基に、メリナを対象とし

た施肥試験、密度管理試験を開始し、3地域に約15haの試験地を設定した。その結果、各地域間で

立地条件の違いによると思われる成長差が認められた。 

 

２：熱帯低湿地生態系を対象とした温室効果ガス吸収排出制御技術の開発と評価 

（２ａ）熱帯泥炭湿地のGHGソース制御・シンク強化技術開発 

 東南アジアには2,000万ha以上にもおよぶ熱帯泥炭湿地が分布しており、炭素シンクとして重要

な地位を占めてきた。耕地拡大を目的とした開発の進行により、熱帯泥炭湿地の大きな部分が乾地

化し、炭素シンクとしての機能が失われ、大規模な二酸化炭素ソースとなってきている。本テーマ

では、タイ国南部の熱帯泥炭湿地をフィールドとし、可溶性有機物の動態の解明に基づいた、土壌・

水管理の最適化による二酸化炭素放出抑制技術と森林再生による二酸化炭素固定能強化技術の開

発を行なうと同時に、リグニンの変性・動態を実地で定量的に把握することにより、炭素循環のミ

ッシング・シンクを解明し、これらにより大気二酸化炭素濃度の安定のための熱帯泥炭湿地の最適

な修復・管理手法を提示することを目標として研究を進め、以下の成果を得た。 

 

（１） 熱帯泥炭湿地林は 3.7 tC ha-1 y-1 の炭素吸収量を持つと推定された。このうち森林のバイ

オマスとして蓄えられるのは 1.3 tC ha-1y-1 であり、泥炭として蓄積されるものと系外へ流出す

るものの合計は 2.4 tC ha-1 y-1 と推定された。 
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（２） 泥炭層の厚さの現地測定と GPS 測量により Bacho 湿地の泥炭層の厚さの平面的分布を推定

したところ、泥炭層の厚さは平均約 1.1 m と推定され、海岸線に平行して縞状に厚い層が分布し

ていることが明らかになった。 

（３） 泥炭消失の継続測定により、開発区の泥炭焼失による炭素放出は 21 tC ha-1y-1、泥炭分解

による炭素放出は 14 tC ha-1y-1 と推定され、水位を高く保つように管理されていた保全区での炭

素放出量は 1.2 tC ha-1y-1 と推定された。 

（４） 現地での土壌呼吸測定とモデル化により、泥炭分解による二酸化炭素放出量は、常時湛水

を維持した場合は 0.9 tC ha-1 y-1 に留まるが、排水を徹底させた開発地においては 24 tC ha-1 y-1

に達すると推定された。 

（５） 泥炭のインキュベーション実験を行い、それをもとに泥炭からの二酸化炭素年間放出量の

シミュレーションを行ったところ、水分不飽和の泥炭層が 50 cm 以上ある場合に放出量が最大値

21 tC ha-1 y-1 をとることが示された。 

（６） Wetland-DNDC モデルを用いて、泥炭試料の分析結果に基づき泥炭からの二酸化炭素とメタ

ン、亜酸化窒素の放出量のシミュレーションを行ったところ、総量として湛水状態の方が温室効

果ガスの放出が少なくなる結果を得た。 

（７） 水門の開閉と水位のデータから河川流出量を算定した。さらに地形図の標高データから、

GIS を用いて各ゲートの集水面積を推定した。 

（８） 泥炭湿地林に流入する河川水に比べて流出する河川水の全有機体炭素濃度は採取時期によ

る変動が大きかった。流入水に比べ流出水の 280 nm 吸光度、電気伝導度、化学的酸素要求量が

高く、pH が低い傾向があった。これらの結果より、泥炭湿地林から芳香族性の電解質に富む有機

物が溶出していることが示唆された。 

（９） 河川水中に含まれる全有機体炭素濃度、河川流量、流域面積から、泥炭湿地林から 1 tC ha-1

y-1 の有機体炭素が流出していると推定された 

（１０） 泥炭中のリグニンの相対量は 77～87％であった。泥炭中のリグニンは蓄積中に微生物に

より著しく変性をうけ、水親和性の高いカルボキシル基が導入されていることが明らかになっ

た。 

（１１） 北海道美唄泥炭湿地の湿地水から可溶性有機物を単離し定性分析を行ったところ、主成分

は著しく変性したリグニンで、示性式は C9H10.8O13.4(Protein)0.68 であった。また、pH4.6 以上でア

ルミニウムと凝集反応を示した。To Daeng 泥炭湿地から流出する河川水の試料からも可溶性有機

物を単離し、無機元素組成を明らかにした。 

（１２） 植物細胞壁成分の超臨界水反応を行ったところ、多糖由来のフルフラールおよびリグニン

由来の芳香族モノマーが分解生成物主成分として得られた。また種々の脂肪族炭化水素の存在も

確認された。アカマツの木粉を炭酸カリウム存在下で水熱反応させたところ、多くの油状成分が

得られた。美唄泥炭湿地の可溶性有機物および針葉樹材・広葉樹材から単離したリグニンの超臨

界水反応を行ったところ、生成物は原油中の芳香族化合物に近い芳香核に置換したメトキシル基

のメチル基が脱離した誘導体であった。 

（１３） Melaleuca cajuputi 二次林の発達した林分の地上部現存量は 50 tC ha-1 程度であり、そ

れより若い林分の地上部現存量の年増加量は 3～8 tC ha-1 y-1 の範囲にあることを明らかにした。

（１４） 12 年生の Melaleuca 人工林の地上部現存量は 31～56 tC ha-1 の範囲にあり、地下部現存

量は 9.1～16 tC ha-1yr-1 の範囲にあることを明らかにした。バイオマス成長量は 4.6～6 tC ha-1

y-1 と推定された。 

（１５） 10～12 年生の Melaleuca 人工林の細根の現存量は 0.6 tC ha-1 程度であり、季節変動が少

ないことを明らかにした。細根の純生産量と回転率を推定したところ､それぞれ 0.55 tC ha-1 y-1、

1.1 y-1 であった。 

（１６） 樹高 5 m 内外の Hopea odorata 人工林の細根量は平均 0.34～1.06 tC ha-1 であり、純生産

量と回転率はそれぞれ、0.75 tC ha-1 y-1 と 0.85 y-1 であった。 

（１７） 12～13 年生の Melaleuca cajuputi 人工林の樹皮呼吸量と葉の呼吸量、根の呼吸量は、そ

れぞれ平均 8.8 tC ha-1 y-1、12.6 tC ha-1 y-1、9.3 tC ha-1 y-1 と推定された。 

（１８） 25 年生オイルパーム林の樹皮呼吸量と葉の呼吸量、根の呼吸量は、それぞれ 2.5 tC ha-1

y-1、14.8 tC ha-1 y-1、7.0 tC ha-1 y-1 と推定された。 

（１９） 泥炭湿地および酸性硫酸塩土壌における樹種選抜試験により、造林に使用可能な樹種を外

来種と在来種から見出した。 

（２０） 造林候補樹種の低酸素耐性が確認され、フトモモ科樹木の湛水耐性に通気組織の形成とス

クロース分解活性が関与することが示唆された。 

（２１） 排水されている泥炭湿地荒廃地に湛水ブロックと開発地域ブロックの試験圃場を造成し、

両ブロックに造林候補樹種の苗を植栽して、泥炭湿地管理の実証試験を行った。開発地域ブロッ

クの土壌呼吸量は日中に比べ、夜間で増大する結果が得られた。 
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（２２） 泥炭を詰めたカラムを用いた温度応答の測定では、土壌呼吸速度は 40℃までは直線的に

増加するが、その後は減少に転じ、60℃で再び増加した。この温度応答曲線を用いたシミュレー

ションでは、フィールドでの土壌呼吸量の日変化を再現できなかった。 

（２３） 通常の苗木では湛水深が深い湿地への造林は困難であることがわかった。植栽前に湛水順

化処理を行うことで、造林が困難であった湿地での植栽木の生残を改善することができた。 

（２４） デジタル土壌図と衛星画像データより、東南アジアの泥炭湿地面積と開発地（裸地ないし

低植被地）の面積を推定したところ、それぞれ 2260 万 ha、514 万 ha と推定された。 

 

 本研究で得られた成果を総合し、泥炭保全・湿地林再生プロジェクトを行った場合のMelaleuca 

cajuputi人工林とベースラインの土地利用であるオイルパームプランテーションと放棄地の炭素

収支を推定した。この炭素収支より、プロジェクトよる単位面積当たりの排出削減ポテンシャルは、

オイルパームプランテーション、放棄地、火災が頻繁に発生する放棄地をベースラインとした場合

に、それぞれ18、30、51 tC ha-1 y-1と推定された。このように泥炭保全・湿地林再生による排出削

減プロジェクトは単位面積当たりの排出削減量が非常に大きい。陸域生態系を利用した排出削減で

は、食料生産その他の土地利用と競合するような場合があり注意を要するが、このように単位面積

当たりの排出削減効率が高いことと、さらに泥炭湿地の食料生産の生産性が低いことから、泥炭保

全・湿地林再生は社会経済的影響の少ない排出削減プロジェクトであると考えられる。アジアの熱

帯泥炭湿地開発地500万haが適用可能面積とすると、熱帯泥炭保全・湿地林再生による排出削減ポ

テンシャルは20年間で1.8 GtC以上と算定され、非常に大きいものであると言える。 

 

（２ｂ）東南アジア低湿地における温暖化抑制のための土地資源管理オプションと地域社会エンパ

ワーメントに関する研究 

（１）調査地と研究方法 

マングローブ林はタイ国ラノン県プラパット海岸、トラン県カンタン郡ツラ島とその周辺、マレー

シア、ケダー州ムルボックマングローブ、マレーシア、ぺラック州マタンマングローブ、ミクロネ

シア連邦国ポンペイ州に試験区を設定した。淡水湿地林はタイ国東北部のメコン支流ムン川から派

生してヤソトン県に試験区を設定した。泥炭湿地林はリアウ州シアク県のシアク川とカンパル川の

ほぼ中間地点に分布する森林内に試験地を設定した。毎木調査を行い、地上部現存量と炭素固定量

を計測した。地下部炭素現存量はピートサンプラーを用いて行った。各試料は絶乾重量を測定後、

容積重を算出すると共に、炭素・窒素含有率を測定した。インドネシアスマトラ島リアウ州カンパ

ール川支流のクルムタン川周辺中央カリマンタンパランカラヤで熱帯泥炭湿地林をココナッツ植

林やゴム園、水田に転換するとそこでの環境の変化が泥炭の分解を加速するメカニズムを調査し

た。スマトラ・リアウ州泥炭地域と移住の様態の異なるカリマンタンの移住民社会を調査対象とし、

政府プロジェクト崩壊後の移住民社会がどのような土地利用を行い、どのような生存戦略をとって

いるのか、その変化に焦点をあてた調査をおこなった。マングローブ林再生の課題を研究している

ハサヌディン大学留学生およびスマトラのランプン州で地元住民による森林管理問題を支援して

いるインドネシア大学の研究グループ、P3AEUIの代表者を研究協力者として招請し、共同研究者と

して調査に参加した。マングローブ林再生の試みとそれをめぐる社会経済的調査を実施した。政府

が実施するマングローブ植林事業の比較調査を同州沿岸部で実施した。インドネシア・ジャンビ州

水路と水田でのアルミニウムと鉄化合物の凝集と溶解につては満潮時の水路では潮汐水の浸入前

線で酸性水中の溶質がゲル化して大量のフロックが生じる。干潮時には再び酸性が卓越し、フロッ

クが溶解して元の透明な酸性水に戻る。これらの現象の調査を行った。また、水稲栽培試験区の収

量構成要素をとりまとめ、解析した。 

（２）結果 

１）発達した天然林から6年生の若い林までで、マングローブは282.2から38.2tonC/haの炭素を蓄

積でき、その蓄積速度は若い林では5.5 tonC/ha/yrに及ぶことを明らかにした。また河畔の淡水湿

地では冠水頻度により炭素蓄積機能には差がみられ、段丘上の冠水頻度の低い林が89 tonC/ha弱で

あったのに対し、河畔低地では23 ton C/ha程度と4倍近いひらきがみられた。蓄積速度は低地でも

段丘上でも1 tonC/ha/yr程度であった。泥炭湿地林では貧栄養とみられる湿地中央部での炭素蓄積

量は190 tonC/haであった。地下部炭素量は、西表島淡水湿地林で約200tC/ha（深度1ｍ）、コスラ

エ島淡水湿地林堆積物中で約200tC/ha（深度65cm）、マングローブ泥炭層も含む深度4ｍまでで

2,200tC/haと見積もられた。スマトラ島泥炭湿地林では、自然堤防背後でも層厚4ｍ以上の泥炭層

が存在し、深度5ｍまでの蓄積炭素量は約2000tC/ha、泥炭層厚9ｍ以上のピートドーム中央部では

2400tC/ha以上、地下部炭素蓄積速度は30～100g/m2/yr（0.3～1t/ha/yr）と見積もられた。ポナペ

島マングローブ林下には泥炭層が堆積し、蓄積炭素量は、リゾフォーラ：ソネラティア群落で

195tC/ha、リゾフォーラ：ブルゲイラ群落で585tC/ha、リゾフォーラ：ブルゲイラ：ザイロカーパ
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ス群落で1300tC/haと見積もられた。 

２）炭湿地林を焼畑、ゴム園、ココナッツ園、パイナップル畑や水田に利用転換すると、泥炭湿地

林では気温・地温とも低く強酸性の状態である状態と比較して、農地への転換は日気温・日地温の

差が日中と夜間で大きく、泥炭はより中性であることが明らかになった。土地利用転換は泥炭をフ

ァブリック泥炭からメッシック泥炭へ、さらにサプリック泥炭に変化させ、分解消滅する。さらに、

泥炭湿地林を伐採し、農地に転換すると泥炭の分解に伴う炭素の減少速度は0.035cCt/ha/年となっ

た。有機物・泥炭の分解と堆積土地利用転換に伴う泥炭の分解では年平均リター量が6.23Ct/ha/yr

で、分解率を50％とすると年平均リター蓄積量は6.23X0.5X0.4=1.25Ct/ha/yrとなった。ツルック

メランティおいて泥炭湿地林を伐採し、ココナッツ園に転換すると泥炭の分解に伴う炭素の減少速

度は0.26Ct/ha/yr以下 (5.25Ct/ha/20yr)となった。モデルの当てはめにより、泥炭・有機物の堆

積速度を推定した。その結果、5年で28.5ton/haの泥炭・有機物が堆積すると推定された。 

３）インドネシアの森林と農地の境界地域では、地元住民と中央・地方政府の間で森林地帯の土地

利用をめぐる対立が頻発している。慣習法にもとづく住民による森林地帯内の土地所有権の主張、

政府の脆弱な森林管理体制、頻繁に変更される林業政策など事態をさらに複雑にする要因は少なく

ない。とりわけ、スハルト体制崩壊後の地方分権化がいっそうこの問題を複雑にしている。本研究

では、住民のエンパワーメントを通じた森林管理体制の確立が、結果的には温暖化抑制につながる

との仮説のもとに、スマトラ島ランポン州の社会林業プロジェクトとスラウェシ島南スラウェシ州

のマングローブ林再生の2事例について、住民による森林管理の実態やその持続性をめぐる問題点

を明らかにするための調査を実施した。村人の自発的なマングローブ植林が行われた南スラウェシ

州の調査からは、再生されたマングローブ林と養魚池を共存させる、地元民が開発した土地利用シ

ステムが政府指導のモデルよりもより持続的であることを提案した。一方、ランポン州のブトゥン

山麓の調査では、森林地帯内に開かれた農地への樹木性作物の導入によって住民の生活基盤が着実

に形成されただけでなく、造成された混合樹園地がさまざまな生態系サービスを提供する可能性が

あることを明らかにした。また、地元住民と政府をつなぐファシリテーターの役割が重要であるこ

とを指摘した。5カ年にわたるブトゥン山麓の調査から、利害を同じくする地元住民の連携と連帯

が、政府に対する交渉力の強化をもたらし、その交渉の過程で地方政府と住民との協力関係も生ま

れようとしていることが確認できた。また、調査地としたスンブル・アグン村の事例は全国的な社

会林業の好事例として認知されるようになるなど、参加型調査の効果も確認することができた。 

４）調査地はスマトラ島ジャンビ州沿岸部の感潮帯に位置する東タンジュン・ジャブン県政府移民

入植地である。その主要部9500ヘクタールの土地利用悉皆調査を行ったところ、放棄地が37％、極

低収穫田が12％を占め、目的とした潮汐灌漑田は15％に留まっていた。同地区幹線水路の年間水質

変化を明らかにし、水文・水質の面で取水口からの距離によりどの幹線水路も3帯に区分されるこ

とを結論づけた。農民の劣化農地2箇所4ヘクタールでオンファームの水稲栽培試験を行った。17年

度は100ヘクタール、18年度、19年度は50ヘクタールだった。17年度、18年度に土壌、水の分析を

進めた。沈香苗木25,000本を約550戸の農民に配布、屋敷地での植栽試験を行っている。ランタウ・

ラサウ村の土地利用形態を示す。植物体の化学組成（Fe、 Al）分析、圃場の土壌および灌漑水の

Fe、Alの季節変化について分析を行った。水稲体中のFe、Al の分析では酸性硫酸塩土壌で稲の阻

害を起こす原因は鉄の過剰障碍にあると考えられてきたが、稲の葉の分析を行うと、Fe濃度は障害

レヴェルになく、むしろAl が300から500ppmと高く、Alによる生育障碍が原因であると推定された。

粘土鉱物の崩壊については粘土鉱物の種類は表層の泥炭から下層のマングローブ土まで同じで、カ

オリン鉱物、雲母‐イライト鉱物、スメクタイト‐ヴァーミキュライト鉱物からなるが、表層では

スメクタイト‐ヴァーミキュライト鉱物が減少し、雲母‐イライト鉱物が増える。また、サイズや

結晶度の低下が推察される。こうした変化は表層で強い酸による粘土の変成が生じていることを示

す。 

 

３：農林業生態系を対象とした温室効果ガス吸収排出制御技術の開発と評価 

（３ａ）農業生態系におけるCH4、 N2Oソース抑制技術の開発と評価 

地球規模でのメタン(CH4)および亜酸化窒素(一酸化二窒素：N2O)放出量のそれぞれ約40%は、農耕

地と畜産業等、農業生態系が起源となっている。これらのソースは、農耕地の栽培管理、反芻動物

の飼育方法、畜産廃棄物の処理方法などの技術開発により、地球温暖化の緩和へ大きな貢献の出来

る可能性がある。 

本テーマでは、わが国とアジア諸国の農耕地と畜産業における実効的なCH4、 N2O発生制御技術の

開発とその削減効果の広域予察評価を目的とした。そのために、わが国の農耕地と畜産業における、

現場で実用可能なCH4、 N2Oソース制御技術の開発試験を各地で行い、それらの定量的評価を行った。

同時に、わが国で開発されたこれらの温室効果ガス（GHG）ソース制御技術について、アジア諸国

での有効性を評価した。一方、わが国とアジア地域における農業生態系からのCH4、 N2O発生に関す
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るデータベースを構築し、そのGHGソース制御技術の定量結果から、わが国とアジア地域における

農業生態系からのCH4、 N2O発生制御技術の削減効果に対する広域評価を行った。 

（１）わが国とアジア諸国の農耕地におけるCH4、 N2Oソース制御技術の開発と広域評価 

 １）わが国とアジア諸国の農耕地からの実効的CH4, N2Oソース制御技術の開発 

わが国の水田における試験から、稲わら春すき込みを家畜ふん堆肥に置き換える有機物管理、中

干し期間の長期化や栽培後期の水管理改善、無代かき栽培、および基盤整備による土壌浸透能改善

の各技術が、CH4発生を大きく（10%～>50%）削減する有効な技術であることが示された。これらの

技術の多くは水稲生産性低下やN2O発生増大等のトレードオフ無しに適用可能であることから、農家

への普及に対する障害は小さいものと考えられる。CH4発生制御に対する有機物管理と水管理の有効

性は、中国、インドネシア、およびタイの水田における試験でも確認された。施肥土壌からのN2O

発生に関しては、わが国での試験から、草地における季節的な施肥配分の改善と硝化抑制剤の使用

および露地野菜（キャベツ）畑における堆肥と緩効性（肥効調節型）肥料の使用によるN2O発生量低

減が認められた。硝化抑制剤等の資材によるN2O発生削減効果は中国東北部のトウモロコシ畑でも確

認された。 

現地試験より得られた削減データから、水田の有機物管理と水管理による削減ポテンシャルとし

て、わが国については、それぞれ年間0.25および0.67 Mt Cと見積もられた。また、これらの技術

をアジア全体に拡大した場合、大きなGHG排出削減ポテンシャルを期待できることが示唆されると

ともに、インドネシアでのケーススタディから小規模CDM事業の可能性が示された。各技術のコス

ト評価から、水田有機物管理や施肥管理については比較的大きなコスト増加が示された。一方、水

田水管理と中国製資材による施肥管理についてはコスト増加がきわめて小さく、有利なGHG発生制

御技術であることが明らかにされた。 

２）わが国とアジア諸国の農耕地におけるCH4、 N2Oソースデータベースの構築と削減効果の広

域評価 

わが国とアジア地域の農耕地からのCH4、 N2O発生実測値に関する既往文献の収集からデータベー

スを構築し、統計モデルによる解析から排出係数とその変動要因を評価した。この手法を用いた算

定から、世界の水田からのCH4発生量は25.1 Tg yr-1であり、水管理と有機物管理により、それぞれ

4.1 Tg yr-1が削減可能であると推定された。また、わが国の農耕地からのN2Oソースデータベース

を整理し、合成肥料および有機肥料からのN2O排出係数は、茶を除く畑、茶、および水田について、

それぞれ0.62％、2.9％、および0.31％を用いることが適切であると考えられた。 

北海道中央部の集水域を対象に、農耕地からのGHG発生量を流域レベルで推定するため、モニタ

リングによる測定結果を土壌環境因子と肥培管理因子によってパラメタリゼーションして推定す

る手法（流域複合生態系解析手法）を開発した。その解析の結果、水田、たまねぎ、穀類の土地利

用種がGHG発生量に寄与の大きいことが示され、これらの生産性により環境負荷が増加しているこ

とが明らかになった。さらに、エコバランスのシナリオ解析により、各年のGWPを6％削減するため

には豆類を増加し水田を減少させるなど、望ましい土地利用計画を策定した。 

GHGソース削減効果のTier 3手法による広域評価を可能とするため、わが国各地の水田からのCH4

発生実測データを用いてプロセスモデル（DNDCモデル）の改良を行い、土壌型と稲わら施用法が異

なる水田からのCH4発生量をほぼ推定できた。さらに、北海道について広域評価を試み、全道の水田

からの平均年間CH4排出量（CO2換算）は4.2 Mg CO2 ha
-1 y-1 で、水管理の改善により発生量を約40％

削減できると推定された。 

３）水田からのメタン発生量広域評価を目指した水田土壌化学性のパラメーター化（国際交流研究）

日本全国から圃場試験を行っている10種類の水田土壌を収集し、同一条件での室内培養実験を行

なった。その結果、収集した水田土壌の理化学性とCH4生成量は異なり、CH4生成量を制御する最も

重要な要因は易分解性炭素量（二酸化炭素とCH4の生成量）と被還元性鉄量であることが明らかにな

った。また、易分解性炭素量と可給態窒素量との間には強い正の相互関係が認められたほか、土壌

全鉄量と被還元性鉄量との間にも有意な相互関係が認められた。これらのことから、CH4生成量と可

給態窒素量および全鉄量の関係を数式化した。 

 ４）アジア諸国の農耕地におけるCH4、 N2O発生量のモデリング（国際交流研究） 

タイ各地の水田からのCH4、 N2O発生に対し、サブサブテーマ(1)-2)において改良されたDNDCモデ

ルを適用し、その予測精度を検証するとともに、削減技術の効果を予測した。圃場試験データを用

いた改良DNDCモデルの検証結果はCH4発生については良好であり、削減効果の予測に利用可能と判断

された。しかし、N2O発生については実測値を大きく過小評価し、さらにモデルを改良する必要性が

指摘された。さらに、CH4発生に対する予測とその解析から、水田からのCH4発生量を削減する実用

可能な方策として、以下の削減方策が推奨された：1) 土壌にすき込む稲わらの量を少なくするこ

と、2) 期間と水稲生育ステージを考慮した排水を行うこと、3) CH4生成に適した還元状態を軽減す

ると同時に水稲収量を維持するために適当な化学肥料を選択すること。 

（２）わが国とアジア諸国の畜産業に由来するCH4、N2Oソース制御技術の開発と広域評価 
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 １）アジア諸国において有効な反すう家畜由来CH4発生制御技術の開発とソースデータベースの構

築及び削減効果の評価 

測定例のほとんどないインドネシア、中国、タイ等のアジア地域における代表的飼養条件下の反

すう家畜からのCH4発生量データを蓄積し排出係数を求めた。さらに、人工ルーメンを用いて上記地

域の多様な飼料給与時におけるCH4排出量を推定する手法を開発するとともに、アジア地域に適用で

きる簡易で安価な削減技術の開発と評価を行なった。 

ルーメンでの蛋白質や炭水化物の分解性が異なる飼料をホルスタイン種泌乳牛に給与した結果、

大麦よりもトウモロコシを給与した場合にCH4発生量が多いこと、ルーメン内温度が高い場合にCH4

発生量は減少することを明らかにした。一方、モネンシン、フマール酸を飼料に添加することでCH4

発生量が10～30％減少することが明らかになった。また、製造副産物である糖蜜・尿素、醤油製造

副産物、ビール粕、トウフ粕、およびポラードを粗飼料に添加することで、反すう家畜からのCH4

発生量が減少（乾物摂取１kg当たり7.9～22.6%）するとともに、増体日量も増えたことから、生産

性の向上とともにCH4発生量の抑制が可能であることが示された。そのほか、タンニンについて検討

した結果、加水分解型より縮合型タンニンでCH4発生抑制効果が高く、飼料中に縮合型タンニンを

2.5％添加することで生産性に影響を及ぼすことなく、CH4発生抑制が可能であることが明らかとな

った。また、反すう家畜からのCH4発生の簡易推定法として、インビトロガス培養法が実用的な方法

であることを明らかにした。 

２）アジア諸国において有効な畜産廃棄物由来CH4、 N2O抑制技術の開発とソースデータベースの

構築および削減効果の評価 

養豚農家等の調査からアジアで増加の顕著な養豚の標準的飼料体系（米ぬか主体飼料と穀物主体

飼料）を明らかにし、この結果に基づき作成されたGHG削減飼料の給与試験を行った。GHG削減飼料

は、通常飼料より低蛋白であるがアミノ酸（リジン、トレオニン、メチオニン、バリンなど）を添

加することで窒素の利用性を改善し、強力なGHGであるN2O発生の元となる排泄窒素量低減した。米

ぬか主体飼料では、アミノ酸を利用したGHG削減飼料でふん尿中への窒素排泄量を17%削減可能であ

ることを飼養試験によって確認した。穀物主体の飼料では、飼料原料の粒度に考慮した実験でも低

蛋白アミノ酸添加飼料で豚の増体量が低下したことから、既存の報告とは異なる結果を確認した。

豚の消化器官において添加アミノ酸の吸収機序は、ペプチド状態の飼料原料由来のアミノ酸とは異

なる可能性が示唆された。しかし、穀物主体の飼料でも不断給餌による飼養試験で、生産性を低下

させることなく窒素排泄量を低減できる飼料の開発の目処が立ち、窒素の利用性を改善することで

ＧＨＧ削減が可能であることを確認した。家畜排泄物の堆肥化処理においては、堆肥化堆積物中で

の増殖の遅い亜硝酸酸化細菌が、結果として堆積物中の亜硝酸態窒素の蓄積とN2Oの放出を引き起こ

すことが明らかとなった。すなわち、堆肥化過程で発生するN2Oを抑制するためには、亜硝酸態窒素

の蓄積をできるだけ早く解消することが重要であり、またそれは完熟堆肥（亜硝酸酸化細菌を含有

する）の添加という比較的容易な方法で成し遂げられることがこの試験で実証された。また、鶏ふ

んペレット堆肥施用時のN2O放出は、粉状の鶏ふん堆肥施用時に比べ多く、豚ふん堆肥で報告された

ようなN2O放出の抑制効果は認められなかった。 

 

（３ｂ）東南アジア山岳地帯における移動耕作生態系管理法と炭素蓄積機能の改善に関する研究 

本研究は、途上国における生態系と土地資源の劣化が食糧の安全保障とカプリングした状況下で

の環境問題に直接コミットすることを目指した研究である。近年、山岳東南アジアでは焼畑面積と

利用圧の拡大が顕著になり、自然資源の劣化が急速に進みつつある。それは土壌の流亡、肥沃度の

低下など食糧生産性の問題だけでなく、CO2の放出と炭素蓄積機能の低下を介して温暖化などメソス

ケールの気候変化にも少なからぬ影響を与えることが懸念されている。したがって、フードセキュ

リティだけでなく地球環境的視点からもこれを改善することが期待されているが、これらを同時に

考慮した研究は見当たらない。 

そこで、本課題では貧困問題と地球環境問題が不可分な状況になっているラオス北部山岳地帯の

焼畑生態系に着目し、①広域的かつ正確な実態観測に基づいた土地利用およびバイオマス等基礎諸

量の動態解明、②食糧生産性が高く生態系スケールでの炭素固定シンクを増強する持続的な土地利

用・作付体系の考案と検証、ならびに、③それを導入した場合の生態系スケールの炭素動態の評価

を行い、これらを通して、生態系炭素固定容量の増強と食糧生産・資源保全に資する技術オプショ

ンを提示することを目的として研究を進めた。 

本研究期間中に、焼畑生態系における土壌炭素、休閑バイオマス、土地利用等炭素動態に関する

基本諸量のデータを充実させるとともに、これらを総合化して生態系スケールにおける炭素固定容

量の広域的評価を可能にした。また、生態系炭素ストックを増強する土地利用・作付システムの技

術要素とシステム化のための実験を進めるとともに、現地への導入・普及に関する社会的受容性を
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分析し、代替シナリオの成立条件等に見通しをつけた。主要な成果は以下のように要約される。 

（１）焼畑地における土壌炭素動態の解明 

焼畑栽培での稲作付け期および休閑期における炭素収支構成要素の測定により、土壌炭素ストッ

クの経年変化の解明を進めた。Luang Prabang県内の3年生および10年生休閑地において、火入れ前

後の炭素動態を測定した結果、火入れ前の全植生炭素ストックは8.5 tC/ha（3年休閑区）および

45.3tC/ha（10年休閑区）、火入れ後のそれはそれぞれ0.09 tC/ha（火入れ前の1％）および5.50 tC/ha

（同12％）となり、火入れにより炭素ストックの大部分がCO2として放出されていることを明らかに

した。 

また、焼畑作付地と休閑経過年数（1～20年目）の異なる11地点の土壌呼吸量は、年間12.5～21.3 

tC/ha/yrと推定され、作付中に最も小さく休閑年数の経過とともに増加した。この変化は主に植物

体地下部重の増加に起因していた。地上部バイオマスの系年増加量、リター・枯死根の発生量と土

壌腐食への分配率などを考慮して試算した土壌炭素含量（SOC）の時系列変化から、火入れ後SOCが

もとの水準に戻るには11年間の休閑が必要と推定した。 

（２）食糧生産性の改善と炭素固定に寄与する作付システムの開発 

農家圃場のイネ生産性は休閑年数の減少に伴って低下し、試験場の収量は作付期間中の降水量と

正の相関を示した。イネ収量に対する各種肥料要素の施用効果のうち、窒素の施用効果が顕著であ

った．休閑が短いほど雑草が多くなり年間労働投入の半分以上が除草に当てられていた。これらよ

り，ラオス北部焼畑地帯のイネ生産が、降雨量、休閑年数、土壌窒素供給および雑草害による強い

制約を受けている実態が明らかになった。 

また、現地圃場試験により、近年の改良陸稲品種は在来品種に比べて明らかに高い収量を上げる

ことを明らかにした。各種有用植物の収益性、被覆作物・緑肥としての有用性を検討し、ペーパー

マルベリーおよびスタイロの休閑時導入が有望であることをみとめた。それらに基づいて、在来品

種の1年作付けと3年の休閑を繰返す現在の慣行作付体系に対して、改良品種を導入し、イネを2年

連作にするともに休閑期間を延長し、冬季にスタイロ、休閑初期にペーパーマルベリーを導入し、

作付面積率を減らすとともに休閑期間をさらに8年まで延長する体系を考案した。この作付システ

ムにより、米の増産と換金作物による収入が見込まれ、土壌肥沃度に影響するSOCの収支が現行よ

りも明らかに改善されると試算した。 

（３）休閑植生の炭素ストック動態の解明 

焼畑休閑地の植物群落に設けた固定試験地で、バイオマスと枯死立木竹の定期調査を継続した。

群落バイオマスは休閑年数とともに増加し、最後の収穫から15年を経過した時点で約100Mg ha-1に

達した。休閑期間を延長したときに期待される休閑期間平均のバイオマス、枯死木、リターの3炭

素プールの炭素蓄積量合計を予測する式を作成し、休閑期間の延長の効果を評価したところ、休閑

期間の2年から5年への延長は休閑期間を通した炭素蓄積量合計の平均値を14.2から25.1 Mg C ha-1 

に増やすと予測された。また、この期間延長により、休閑林の木材や非木材林産物（NTFPs)生産の

機能は増加すると考えられた。住民の林産物利用を通した休閑林からの炭素持ち出し量を推定する

ため、燃材採取、製炭、住宅建築について予備調査を行い、燃材採取量と焼畑造成による焼失バイ

オマス量の合計を推定する式を作成した。休閑後の年数、標高、休閑地放牧の有無を説明変数とす

る休閑地の炭素蓄積予測モデルを作成した。炭素蓄積の増加は低地で遅く、山地では速い傾向があ

ることがわかった。 

（４）生態系スケールにおける土地利用、炭素動態の評価とシナリオ間比較 

土地利用・炭素シンク/ソース容量の広域・長期の変化実態を解明し、代替管理法の改善効果を

評価・予測するための基礎データとして構築している山岳ラオスの焼畑生態系約150km×150kmに関

する衛星画像・地形図・気象資源等空間データセットを構築した。高解像度衛星ならびに長期観測

衛星画像に基づいて焼畑地面積の精細な分布と時系列変化を明らかにした。焼畑面積は90年代以降

年率2～5%程度で急速に増加し、2003年には多くの地域で約8～13%に達していた。また、休閑バイ

オマスの評価に重要な群落齢（休閑年数）の広域的な面積分布を明らかにし、短期休閑地が顕著に

増加していること、休閑10年以内が約60%を占めること等を定量的に把握した。 

さらに、2003～2004年時点の焼畑-休閑年数の面積比率の実態に基づいて、サブ課題(2)および(3)

で得られた土壌炭素・休閑群落炭素の調査結果を総合化し、地域スケールの炭素ストックを算出し

た。生態系炭素ストックの長期／地域平均値は作付開始直前に対して約6.0 tC ha-1 yr-1であった。

現状の短期休閑を、課題(2)で検討している2年作付+10年休閑の作付システム主体の土地利用シナ

リオに移行した場合、生態系炭素ストックは約20.7 tC ha-1 yr-1程度に増強されると推定した。ま

た、この土地利用シナリオの改変にかかる費用、イネの生産性、換金作物による収益性、労働生産

性の変化を地域スケールで総合的に試算し、14.8tC ha-1 yr-1程度の炭素ストック増を地域総収益増

と両立させ得る可能性を示した。さらに、自然立地条件から類似シナリオを適用できる潜在面積は

ラオス北部に限定しても2万km2以上広がっていると推計した。 

（５）代替的作付システム・土地利用体系の導入のための社会経済的受容性 
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生態系炭素ストックの増強ポテンシャルに着目して検討が進めている作付システム・土地利用シ

ナリオに関して、それらの重要な要素である主要な導入作物の市場的・社会的受容性を広範な現地

調査および関連情報・データの収集に基づいて分析した。カジノキ（Paper mulberry）は生長が速

く土着のため栽培も容易で、樹皮から生産される紙原料は良質で十分な国際市場が存在し、新規体

系の中に組込む意義は大きい。地域市場システムを充実させることが当面の課題である。イネの改

良品種（Improved rice）の導入は食糧生産性の改善と生態系保全のための新規作付システムの鍵

となる重要な要素である。ただし、高い生産性を支えるため地力増強と雑草抑制効果のあるキマメ

（Pigeon pea）とスタイロ（Stylosanthes guianensis）を間混作に効果的に組入れるなどの手立

てが必要となる。なお、これらの種苗は自給できる可能性が高いが、イネ新品種についての情報は

まだ乏しく、今後の普及啓蒙活動の必要性が高い。 

 

以上のように、広範なデータの統合化に基づいて、当該地域における生態系炭素ストックの広域

的・定量的評価にはじめて道を拓いた学術的意義は高く、国際開発支援機関等が高い関心を寄せて

いる。 

現地の人口増加率は依然高く、収量低下・雑草繁茂・労働生産性の低下の進行は不可避と考えら

れる証拠も豊富である。短期休閑面積の増加および休閑期間の短期化に伴う稲収量の減少・雑草害

増加がいずれの集落においても深刻化している。したがって、食糧・資源の生産持続性を増強し、

かつ炭素ストックを増強させる上で、本研究で提示した土地利用・作付システムの開発と普及は現

実に有望な方策のひとつであると考えられる。収量性の高い改良品種の導入やマメ科牧草（スタイ

ロ）休閑などを組み込んだ作付システムに対しては、現地政府機関なども高い関心を寄せており、

改良品種の種子生産や技術体系の現地検証試験等が開始されている。食糧保障への貢献とともに、

炭素固定増強効果が導入・普及へのインセンティブになることも期待される。 

土地利用・生態系管理方式の改変によるアプローチは、単位面積あたりの効果は希薄であるが、

山岳東南アジアには同様な焼畑生態系が大きく広がっていることから、同様なアプローチによる広

域的な集積効果は多大である。また、本アプローチは山岳地帯における焼畑の必然性を一定踏まえ、

かつ現地住民にとって切実な稲の生産を機軸においたもので、特別なインフラや投資を必要とせ

ず、既存の農業技術の実用化・普及体制にマッチする生態的技術ともいえる。 

本研究は途上国における生態系と土地資源の劣化が食糧安全保障とカプリングした状況での炭

素削減問題に直接コミットした研究であり、学術的な水準が高いだけでなく、近年のREDD等の動向

に対する先駆的な研究と位置づけられ、今後の展開が期待される。 

 

４：研究プロジェクトの統合的推進のためのプラットフォーム形成と情報共有化 

陸域生態系の中でも、特に技術開発後の温暖化抑制ポテンシャルが大きいと期待される、森林生

態系、熱帯低湿地生態系、農林業生態系のそれぞれについて、各々2テーマずつを設置し、シンク・

ソース技術を開発することを目的として、本プロジェクトを進めた。 

このように多岐に渡る研究テーマをプロジェクトの目的達成に向けて、効率的に推進し、実用可

能な開発技術とするための統合的プラットフォームとして、各研究テーマから提案される削減技術

を実施した場合のGHG削減・固定ポテンシャル、削減のためのコスト、プロジェクトとして実施さ

れるまでのロードマップなどを横断的に評価する試みを実施した。対象や手法が異なる複数のプロ

ジェクトを同じ基準で評価するには多くの手順が必要で、不確実性のため時に大胆な仮定も必要と

なったが、その作業を通じて各研究テーマでの目標の明確化とテーマ間での研究内容の相互理解が

進むことによって、本研究の目的のひとつである効率的なプロジェクトの推進が実現されたと考え

る。 

横断的評価の結果、各研究テーマによって研究開発された技術に基づく削減プロジェクトが全て

実施されたとするとGHG削減ポテンシャルとして20年間で100億t-C以上になると推定された。この

うち、最大のポテンシャルをもつのは開発によりCO2排出が増大している東南アジア泥炭地であり、

その量は36億トンC にも達した。 

コスト、技術完成度、環境影響の観点から、短期間に実施可能で政策シナリオに結びつく方法を

各研究テーマから抽出した。コストは目標とした100$/tC以下の方法が大部分であった。 

各チームから抽出されたテーマは1aではオーストラリア乾燥地でのハードパン爆破による植林

CO2固定方法、1bでは早生樹林育成と木材生産によるCO2固定、2aでは泥炭開発地の再湿地化と植林

によるCO2排出量削減、2bでは泥炭開発地の水田化によるCO2排出量削減、3aではインドネシア水田

の水管理によるCH4排出量削減、であった。 

 

まとめを下表に示す。 
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表 1． GHG 排出削減コスト、効率および削減量の横断的評価の結果 

GHG排出削減コスト，効率及び削減量

テーマ
固定/削減速度
（tC/ha・y)

コスト
（円/tC)

効率*
（20年間）

削減量2020年
（103tC/y)

1a

1b

2a

2b

3a

3b

3.7

1.2

30

18
0.8
0.6（新潟）

1.7

16,000

1,000

1,300

2,000
4,000（インドネシア

２５０，０００（新潟）

600

60

600

1,000

(700)

500
５（新潟）

(>１０0)

30

１0

6,000

10
200
（40）

10

*効率＝CO2削減量/システム構築CO2排出量 合計 6.5MtC/y
 

４．考察 

陸域生態系の中でも、特に技術開発後の温暖化抑制ポテンシャルが大きいと期待される、森林生

態系、熱帯低湿地生態系、農林業生態系のそれぞれについて、各々2テーマずつを設置し、シンク・

ソース技術を開発することを目的として、本プロジェクトを進めた。 

このように多岐に渡る研究テーマをプロジェクトの目的達成に向けて、効率的に推進し、実用可

能な開発技術とするための統合的プラットフォームとして、各研究テーマから提案される削減技術

を実施した場合のGHG削減・固定ポテンシャル、削減のためのコスト、プロジェクトとして実施さ

れるまでのロードマップなどを横断的に評価する試みを実施した。対象や手法が異なる複数のプロ

ジェクトを同じ基準で評価するには多くの手順が必要で、不確実性のため時に大胆な仮定も必要と

なったが、その作業を通じて各研究テーマでの目標の明確化とテーマ間での研究内容の相互理解が

進むことによって、本研究の目的のひとつである効率的なプロジェクトの推進が実現されたと考え

る。 

横断的評価の結果、各研究テーマによって研究開発された技術に基づく削減プロジェクトが全て

実施されたとするとGHG削減ポテンシャルとして20年間で100億t-C以上になると推定された。この

うち、最大のポテンシャルをもつのは開発によりCO2排出が増大している東南アジア泥炭地であっ

た。 

ポテンシャルの本年度はこれまでの技術開発を進めると共に政策シナリオに結びつくように各

研究テーマを絞り、削減コスト計算ができるような整理をした。 

1aではオーストラリア乾燥地でのハードパン爆破による植林と塩害防止植林によるCO2固定の2方

法、1bでは早生樹林育成と木材生産によるCO2固定、2aでは泥炭開発地の再湿地化と植林によるCO2

排出量削減、2bでは泥炭開発地の水田化によるCO2排出量削減、3aではインドネシア水田の水管理に

よるCH4排出量削減、畜産業における最適飼料選択によるCH4排出量削減、などである。 
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